
 
物件２ 

県有財産有償貸付契約書（案） 
 
 貸付人愛知県（以下「甲」という。）と借受人       （以下「乙」と

いう。）とは、次の条項により県有財産について借地借家法（平成３年法律第90

号。以下「法」という。）第38条の規定に基づく定期建物賃借権の設定を目的と

した有償貸付契約を締結する。 

 
 （信義誠実の義務） 
第１条 甲、乙両者は、信義を重んじ、誠実にこの契約を履行しなければならな

い。 
 （貸付物件） 
第２条 貸付物件は、次のとおりとする。 

所在地 岡崎市高隆寺町字小屋場９－３ 

    （愛知県三河青い鳥医療療育センター） 

設置場所 貸付面積 設置台数 

自動販売機コーナー 

（缶・ペット飲料等） 

1.6㎡ 

（幅1.6ｍ×奥行1.0ｍ） 

1

台 
計２台 

多目的スペース 

（菓子パン類、菓子類等） 

1.3㎡ 

（幅1.3ｍ×奥行1.0ｍ） 

1

台 

（用途の指定） 
第３条 乙は、貸付物件を、「自動販売機の設置場所」の用途（以下「指定用途」

という。）に自ら使用しなければならない。 
２ 乙は、貸付物件を指定用途に供するに当たっては、別紙「仕様書」の内容を

遵守しなければならない。 
 （貸付期間） 
第４条 貸付期間は、令和7年4月1日から令和12年3月31日までとする。 
 （契約更新等） 
第５条 本契約は、法第38条の規定に基づくものであるから、法第26条、第28条

及び第29条第１項並びに民法（明治29年法律第89号）第604条の規定は適用さ

れないので、契約更新に係る権利は一切発生せず、前条に定める貸付期間の満

了時において、本契約の更新（更新の請求及び建物の使用の継続によるものを

含む。）又は貸付期間の延長は行わないものとする。 
２ 甲は、前条に規定する期間満了の１年前から６か月前までの期間（以下「通



知期間」という。）に乙に対し、貸付期間の満了により本契約が終了する旨を

書面によって通知するものとする。 
３ 甲は、通知期間内に前項の通知をしなかった場合においても、通知期間経過

後改めて期間の満了により本契約が終了する旨の書面による通知を乙にした

場合、当該通知日から６か月を経過した日をもって、本契約は終了する。なお、

甲、乙協議のうえ、乙が了承した場合にはこの限りではない。 
 （貸付料） 
第６条 貸付料は、次のとおりとする。 
  契約金額 金＜落札価格＞円 
  うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 金     円 
  「取引に係る消費税及び地方消費税の額」は、消費税法（昭和63年法律第108

号）及び地方税法（昭和25年法律第226号）の規定により算出したもので、契

約金額に110分の10を乗じて得た額である。 
 （貸付料の支払） 
第７条 乙は、前条に定める貸付料を、次に掲げるとおり、甲の発行する納入通

知書により納入しなければならない。 
年  次 納 付 金 額 納 入 期 限 
第1年次 ＜契約金額の5分の１に相当する額

＞ 
令和7年4月30日 

第2年次 ＜契約金額の5分の１に相当する額

＞ 
令和8年4月30日 

第3年次 ＜契約金額の5分の１に相当する額

＞ 
令和9年4月30日 

第4年次 ＜契約金額の5分の１に相当する額

＞ 
令和10年4月28日 

第5年次 ＜契約金額の5分の１に相当する額

＞ 
令和11年4月27日 

 （電気料の支払） 
第８条 乙は、本契約に基づき設置した自動販売機には電気の使用量を計る専

用メーターを設置するものとする。 
２ 甲は、施設全体の電気使用料の単価に基づき専用メーターの表示する使用

料を計算し、定期的に乙に請求するものとする。 
３ 乙は、甲が定める方法により電気料を支払わなければならない。 
 （延滞金） 
第９条 乙は、第７条及び第８条に基づき、甲が定める納入期限までに貸付料及

び電気料（以下「貸付料等」という。）を納入しなかったときは、納入期限の



翌日から納入した日までの期間に応じて年2.5パーセントの割合で計算した

延滞金を甲に支払わなければならない。 

 （充当の順序） 
第10条 乙が貸付料等及び延滞金を納入すべき場合において、乙が納入した金

額が貸付料等及び延滞金の合計額に満たないときは、延滞金から充当する。 
 （契約保証金） 
第11条 契約保証金は免除する。 
 （かし担保） 
第12条 乙は、この契約締結後、貸付物件に隠れたかしを発見しても、かしの修

補、貸付料の減免、損害賠償の請求又は契約の解除を請求することができない。 
 （維持保全義務） 
第13条 乙は、貸付物件を善良な管理者の注意をもって維持保全に努めなけれ

ばならない。 
２ 乙は、貸付物件の全部又は一部が滅失又は毀損した場合は、直ちにその状況

を報告しなければならない。 
 （維持補修） 

第14条 甲は、貸付物件の維持補修の責を負わない。 

２ 貸付物件の維持補修その他の行為をするために支出する経費は、すべて乙

の負担とする。 

 （権利譲渡等の禁止） 

第15条 乙は、貸付物件を第三者に転貸し、又はこの契約によって生じる権利等

を譲渡し、若しくはその権利等を担保にすることができない。 

 （実地調査等） 

第16条 甲は、貸付物件について随時使用状況及び販売状況を実地に調査し、乙

に対し報告又は資料の提出を求めることができる。 

２ 甲は、乙が提出した報告に疑義のあるときは、自ら調査し、乙に対し詳細な

報告を求め又は是正のために必要な措置を講ずることができるものとする。 

３ 乙は、正当な理由がなく報告の提出を怠たり、実地調査を拒み、妨げてはな

らない。 

 （違約金） 
第17条 乙は、第４条に定める期間中に、次の各号のいずれかに該当する事由が

生じたときは、それぞれ当該各号に定める金額を違約金として、甲に支払わな

ければならない。 
 (1) 第16条に定める義務に違反した場合 

   金＜貸付料の１年分に相当する額＞円 
 (2) 第３条及び第15条に定める義務に違反した場合 



   金＜貸付料の１年分に相当する額の３倍の額＞円 
２ 前項に定める違約金は、第26条に定める損害賠償額の予定又はその一部と

解釈しないものとする。 

 （契約の解除） 

第18条 甲は、次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除すること

ができる。 

 (1) 乙が、この契約に定める義務を履行しないとき。 

 (2) 国、地方公共団体その他公共団体において、公用又は公共用に供するため

貸付物件を必要とするとき。 

 (3) 乙が振り出す手形・小切手が不渡りになったとき、又は乙が銀行取引停止

処分を受けたとき。 

 (4) 乙が、差押・仮差押・仮処分、競売・保全処分・滞納処分等の強制執行の

申立てを受けたとき。 

 (5) 乙が、破産、特別清算、民事再生、会社更生等の申立てを受け、若しくは

申立てをしたとき。 

 (6) 乙が、甲の信用を著しく失墜させる行為をしたとき。 

 (7) 乙の信用が著しく失墜したと甲が認めたとき。 

 (8) 乙が、主務官庁から営業禁止又は営業停止処分を受け、自ら廃止、解散等

の決議をし、又は事実上営業を停止したとき。 
 (9) 乙の資産、信用、組織、営業目的その他事業に重大な変動を生じ、又は合

併を行うこと等により、甲が契約を継続しがたい事態になったと認めたと

き。 

 (10) 貸付物件及び貸付物件が所在する庁舎等の行政財産としての用途又は

目的を乙が妨げると認めたとき。 

 (11) 前各号に準ずる事由により、甲が契約を継続しがたいと認めたとき。 

 （談合その他不正行為に係る解除） 

第19条 甲は、乙がこの契約に関して、次の各号のいずれかに該当したときは、

契約を解除することができるものとし、このため乙に損害が生じても、甲は、

その責を負わないものとする。 

 (1) 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとして私的独占の禁止及び公

正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号。以下「独占禁止法」とい

う。）第７条第１項若しくは第２項（第８条の２第２項及び第20条第２項に

おいて準用する場合を含む。）、第８条の２第１項若しくは第３項、第17条の

２又は第20条第１項の規定による命令（以下｢排除措置命令｣という。）を行

い、当該排除措置命令が確定したとき。 

 (2) 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとして独占禁止法第７条の２



第１項（第８条の３において読み替えて準用する場合を含む。）及び第７条

の９第１項の規定による課徴金の納付命令（以下「納付命令」という。）を

行い、当該納付命令が確定したとき（確定した当該納付命令が独占禁止法第

63条第２項の規定により取り消された場合を含む。）。 

 (3) 公正取引委員会が、乙に独占的状態があったとして独占禁止法第８条の

４第１項の規定による命令（以下｢競争回復措置命令｣という。）を行い、当

該競争回復措置命令が確定したとき。 

 (4) 乙（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法（明治40年法

律第45号）第96条の６又は独占禁止法第89条第１項若しくは第95条第１項

第１号に規定する刑が確定したとき。 

 (5) 乙（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法第198条の規定

による刑が確定したとき。 

２ 乙が共同企業体である場合における前項の規定については、その代表者又

は構成員が同項各号のいずれかに該当した場合に適用する。 
（談合その他不正行為に係る賠償金の支払い） 

第 20 条 乙は、前条第１項各号のいずれかに該当するときは、甲が契約を解除

するか否かにかかわらず、賠償金として、契約金額の 10 分の２に相当する額

を甲が指定する期限までに支払わなければならない。乙が契約を履行した後

も同様とする。ただし、前条第１項第１号から第３号までのうち、排除措置命

令、納付命令又は競争回復措置命令の対象となる行為が、独占禁止法第２条第

９項に基づく不公正な取引方法（昭和 57 年６月 18 日公正取引委員会告示第

15 号）第６項に規定する不当廉売である場合その他甲が特に認める場合は、

この限りでない。 

２ 乙は、前条第１項第４号に該当し、かつ、次の各号に掲げる場合のいずれ

かに該当したときは、前項の規定にかかわらず、契約金額の 10 分の３に相

当する額を支払わなければならない。 

 (1) 前条第１項第２号に規定する確定した納付命令について、独占禁止法第

７条の３の規定の適用があるとき。 

 (2) 前条第１項第４号に規定する刑に係る確定判決において、乙が違反行為

の首謀者であることが明らかになったとき。 

(3) 乙が甲に談合その他の不正行為を行っていない旨の誓約書を提出してい

るとき。 

３ 前２項の規定にかかわらず、甲は、甲に生じた実際の損害額が同項に規定す

る賠償金の額を超える場合においては、乙に対しその超過分につき賠償を請

求することができる。 

４ 前各項の場合において、乙が共同企業体であるときは、代表者又は構成員は、

賠償金を連帯して甲に支払わなければならない。乙が既に共同企業体を解散し

ているときは、代表者であった者又は構成員であった者についても、同様とす



る。 

 （暴力団等排除に係る解除） 

第21条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除する

ことができる。 

 (1) 法人等（法人又は団体若しくは個人をいう。以下同じ。）の役員等（法人

にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表者その他経営

又は運営に実質的に関与している者、その他の団体にあっては法人の役員

等と同様の責任を有する代表者及び理事等その他経営又は運営に実質的に

関与している者、個人にあってはその者及び支店又は営業所を代表する者

その他経営又は運営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）に暴力

団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下

「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」

という。）又は暴力団員ではないが暴対法第２条第２号に規定する暴力団

（以下「暴力団」という。）と関係を持ちながら、その組織の威力を背景と

して暴力的不法行為等を行う者（以下「暴力団関係者」という。）がいると

認められるとき。 

 (2) 法人等の役員等又は使用人が、暴力団員若しくは暴力団関係者（以下「暴

力団員等」という。）若しくは暴力団の威力又は暴力団員等又は暴力団員等

が経営若しくは運営に実質的に関与している法人等を利用するなどしてい

ると認められるとき。 

 (3) 法人等の役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員

等が経営若しくは運営に実質的に関与している法人等に対して資金等を供

給し、又は便宜を供与するなど暴力団の維持運営に協力し、又は関与してい

ると認められるとき。 

 (4) 法人等の役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難さ

れるべき関係を有していると認められるとき。 

 (5) 法人等の役員等又は使用人が、前各号のいずれかに該当する法人等であ

ることを知りながら、これを利用するなどしていると認められるとき。 
２ 甲は、前項の規定によりこの契約を解除したときは、これによって生じた甲

の損害の賠償を乙に請求することができる。  
３ 甲は、第１項の規定によりこの契約を解除したことにより、乙に損害が生じ

ても、その責を負わないものとする。 
（妨害等に対する報告義務等） 

第22条 乙は、契約の履行に当たって、妨害（不法な行為等で、業務履行の障害

となるものをいう。）又は不当要求（金銭の給付等一定の行為を請求する権

利若しくは正当な利益がないにもかかわらずこれを要求し、又はその要求



の方法、態様若しくは程度が社会的に正当なものと認められないものをい

う。）（以下「妨害等」という。）を受けた場合は、速やかに甲に報告すると

ともに警察へ被害届を提出しなければならない。 
２ 乙が妨害等を受けたにもかかわらず、前項の甲への報告又は被害届の提出

を怠ったと認められる場合は、指名停止措置又は競争入札による契約若し

くは随意契約において契約の相手方としない措置を講ずることがある。 
 （中途解約） 
第23条 乙は、貸付期間の開始から１年を経過したのちは、甲に対して中途解約

を申し入れることができる。この場合、乙は、契約解除希望日の３か月前まで

に、書面により申し出をしなければならない。ただし、貸付料の３か月分に相

当する金額を支払うことにより、この契約を直ちに解約することができる。 

 （原状回復） 

第24条 乙は、第４条に規定する貸付期間が満了したとき、第18条、第19条、第

21条及び第23条の規定により契約が終了したときは、甲の指定する期日まで

に貸付物件を原状に回復して甲に返還しなければならない。ただし、甲が貸付

物件を原状に回復する必要がないと認めるときは、この限りでない。 

 （貸付料の返還） 

第25条 甲は、第18条第２号及び第23条の規定によりこの契約が終了したとき

は、既納の貸付料のうち、乙が貸付物件を甲に返還した日以降の未経過期間の

貸付料を日割計算により返還する。 

 （損害賠償等） 

第26条 乙は、この契約に定める義務を履行しないために甲に損害を与えたと

きは、その損害を賠償しなければならない。 

 （有益費の請求権の放棄） 

第27条 乙は、第４条に規定する貸付期間が満了したとき、又は第18条、第19条、

第21条及び第23条の規定により契約が終了したときにおいて、貸付物件に投

じた有益費、必要費及びその他の費用があってもこれを甲に請求することが

できない。 

 （契約の費用） 

第28条 この契約の締結及び履行に関して必要な費用は、すべて乙の負担とす

る。 

 （疑義等の決定） 

第29条 この契約に関して疑義があるとき、又はこの契約に定めのない事項に

ついては、甲、乙協議の上、これを定めるものとする。 

 （裁判管轄） 

第30条 この契約に関する訴の管轄は、愛知県庁所在地を管轄区域とする名古



屋地方裁判所とする。 

 

 この契約の証として本書２通を作成し、甲、乙それぞれ１通を保管する。 
 
令和  年  月  日 
 
 
          甲     名古屋市中区三の丸三丁目１番２号 
                愛 知 県 
                代表者 愛知県知事 大村 秀章 印 
                     
          乙     住 所 
                氏 名 
                 名称及び 
                 代表者氏名          印 
  



 
物件２ 
 

仕 様 書 
 

１ 機器設置の条件 

 (1) 省電力やノンフロン対応など環境に十分配慮したものであること。 

 (2) 新旧500円硬貨及び1000円紙幣が使用できること。 

 (3) 指定した消費電力を超える機種を置かないこと。 

 

２ 販売品目の条件 

  ア 入札条件を遵守し、貸付料及び光熱水費を期限までに確実に納付する

こと。 

  イ 自動販売機を設置する権利を第三者に譲渡又は転貸してはならないこ

と。 

  ウ 販売品の搬入・廃棄物の搬出時間及び経路については、愛知県の指示に

従うこと。 

  エ 販売品目は、自動販売機コーナーについては清涼飲料水等、多目的スペ

ースについては菓子パン、菓子類等の２台とすること。酒類・たばこの販

売を行わないこと。また、全て密閉式の容器とすること。 

オ 清涼飲料水等の販売価格は、設置場所ごとの建物内に設置されている他

の自動販売機の販売価格と均衡のとれた価格で販売すること。菓子パン、

菓子類等の販売価格は、メーカー希望小売価格より10円値引きした価格

以下とすること。 

  カ 機種については、単相100V（15A）以下のものとします。 
  キ 障害児（主に幼児から小中学生）が主に利用する機関であることから、

ニーズと健康面を配慮した商品構成にすること。なお、商品の具体的な構

成については、落札決定後、事前に愛知県と協議を行うこと。 

  
 
３ 維持管理責任 

 (1) 商品補充、金銭管理など自動販売機の維持管理を適切に行うこと。また、

商品の賞味期限に十分注意するとともに、在庫・補充管理を適切に行うこ

と。 

 (2) 自動販売機に併設して、販売する飲料の容器の種類に応じた使用済み容

器の回収ボックスを必要数設置し、適切に回収・リサイクル・周辺の清掃を



行うこと。 

 (3) 販売品の搬入・廃棄物の搬出時間及び経路については、甲の指示に従うこ

と。 

 (4) 関係法令等の遵守・徹底を図るとともに、関係機関等への届出、検査等が

必要な場合は遅滞なく手続き等を行うこと。 

 (5) 自動販売機を設置するにあたっては、据付面を十分に確認したうえで安

全に設置すること。また、設置後は定期的に安全面に問題ないか確認するこ

と。 

 (6) 自動販売機の故障、問い合わせ並びに苦情については、故障時等の連絡先

を明記し、乙の責任において対応すること。 

 
 
４ 売上状況等の報告 
  本件自動販売機の売上状況を下記のとおり報告すること。 

(1) 内容 
場所 本数（本） 売上げ金額（円） 

   
 (2) 期限 

区分 報告期限 
４月～６月 ７月 31 日 

７月～９月 10 月 31 日 

10 月～12 月 1 月 31 日 

１月～３月 ４月 30 日 

 
５ その他 
  自動販売機設置前に、設置しようとする機器（回収ボックスを含む。）のカ

タログ及び配置図を提出すること。 
 
 


